
審議会評価意見書について 

 

下関市市民協働参画審議会から「平成２３年度の市民協働参画の状況に関す

る評価意見書」が提出されました。 

 

この評価意見書は、市が作成した「平成２３年度市民と行政・市民と市民の

パートナーシップ年次報告」（別添）の提出を受けて審議会委員の意見評価をま

とめ、提出されたものです。 

 

 この評価意見書を十分に考慮し、今後、全庁的に各担当課が協力して積極的

に取り組みを進め、市民協働参画型社会の実現・発展を図っていきます。 

 

 ※下関市市民協働参画審議会は、下関市市民協働参画条例第１７条における

市民活動促進基本計画の策定（平成１８年３月策定、平成２３年３月改正）

並びに市民参画及び市民活動の状況の評価に関することについて諮問するた

めに設置されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成２３年度の下関市市民協働参画の状況に関する評価意見書 

 

平成１７年２月（旧下関市においては平成１５年３月公布６月施行）に公布・

施行された下関市市民協働参画条例では、市民と行政・市民と市民が対等な立

場で協働してまちづくりを進めることがこれからの重要な課題と位置づけられ

ています。 

下関市市民協働参画審議会では、市民協働参画の取り組みの実効性を確保す

るため、市から提出された平成２３年度市民と行政・市民と市民のパートナー

シップ年次報告をもとに市民協働参画の状況確認を行い、これらの事業が市民

協働参画型社会の形成にどう関わっているかについて点検・評価を行いました。 

 

全体を概観すると、実施事業の内容も毎年度一定ではなく、その時々の社会

的背景によって常に増減しておりますが、下関市における市民協働参画は、市

民と行政の相互の協力によって、安定した事業数で推移しており、その実効性

が確保されています。市民活動の拠点として整備された「しものせき市民活動

センター」も平成２３年度の利用件数は１，１００件を超え、登録シート提出

団体数も年々増加し、市民活動の拠点施設としての重要な役割を果たしている

といえます。今後も、市民活動基本計画に基づき、市民活動センターを拠点と

した施策の推進に期待します。 

 

次に、施策別の検討の結果、以下の５点が評価意見として集約されました。 

第一に、情報の提供と共有については、「学習会・研究会の開催」や「広報誌

などでの説明」が主流で、行政から市民への情報提供については、年次毎に行

政の積極的な取り組みにより一定の成果を挙げていることが窺えます。一方、

「説明会」については多様な事業において開催されているものの、参加者が少

ない状況にあり、情報提供の有効な手段として十分に活かされていないように

感じます。義務的に開催するのではなく、周知や開催方法を検討するなどして、

参加者をまず「集める」、そして情報を「届ける」という説明会本来の目的に重

きを置き、施策を実施していただくことを切に望み期待します。 

また、情報の共有という視点において、双方向の情報提供として有効な手法

であるシンポジウム、フォーラム、及びワークショップ等の開催数がまだまだ

少ないと感じます。今後も市民が積極的に市政に参加できる機会を増やしてい

ただき、市民が行政と直接対話することによって、参画意識を高めていくこと

が必要だと考えます。 

第二に、市民意見の収集については、アンケートの実施件数が年々増加とな

っていることから、意見聴取を参画方法としていることを高く評価するととも

に、市民の声を活かせる有効な手段として今後も継続的な実施を望みます。パ

ブリックコメントについては、意見収集の方法として重要な位置を占めており



ますが、意見件数が非常に少ない状況といえます。今後、パブリックコメント

を実施するにあたり、募集の方法を見直すとともに、積極的に市民が意見提出

できる工夫及び結果のフィードバック等をしていただきたいと思います。多く

の市民意見を聞く体制を整備することにより、市民の関心は、自ら高まりを見

せると考えます。 

第三に、附属機関等における委員構成の状況については、審議会等の委員の

公募を実施しなかった附属機関等が８３．５％であり、公募委員数が極めて少

なく、また不公募とした理由も専門性を有する事案が半数近くを占めるという

結果となっています。今後は、構成委員の専門性についての基準を明確にする

とともに、充て職制度の妥当性を再検討され、個々の経験から培った専門的知

識をもった市民の公募も検討するなど、広く市民の意見を審議や答申に反映す

るために、各実施機関の積極的な委員公募の実施を強く望みます。委員の年齢

構成においては、３０代までの若年層の比率が著しく低いと感じます。次世代

を担う若年層の参加は市民協働参画に必要不可欠な要素であり、下関市の未来

に直結するものだということを十分に認識する必要があります。また、低迷し

ている女性委員の登用にも一層努めていただくことを要望します。 

第四に、市民活動を促進するための環境整備については、「補助金等助成制度」

「活動場所の提供」において一定の成果をあげているといえます。一方、「ネッ

トワーク化の促進」は実施施策が低迷しておりますので、「ネットワーク化」の

意義を再認識し、市民と市民、また市民活動団体同士が相互に連携し、繋がっ

ていく仕組みを構築していくことが今後の課題だと考えられます。引き続き、

しものせき市民活動センターを市民活動の拠点として、市民活動の輪を広げる

ための施策の充実に努めるとともに、「常に正確でかつ新しい情報を届ける」こ

とを念頭におき、情報発信・ネットワーク化の更なる促進に期待します。 

第五に、市民活動団体への委託事業や協働事業については、委託団体は延べ

１７１団体、市民活動団体と協力して行った事業の協力団体数は延べ１,１１２

団体となっており、一定水準を維持していると言えます。今後も行政と市民が

連携を図り、更なる協働事業の充実に期待するとともに、地域の住民が一体と

なって取り組み、大人も子どもも参加できる活動など、新たな視点での市民協

働の事業開拓を強く希望します。 

 

今日、私たちをとりまく様々な問題に対応するためには、市民自らが自主性・

主体性を持って、まちづくりに積極的に取り組むことが必要です。 

下関市の活力あるまちづくりに向けて、市民と行政が協働できる協力関係の

強化と市民活動の更なる発展のため、「人」を育て、下関の次世代を担う市民活

動の後継者を育てるためのアドバイザー派遣事業やコーディネーター育成事業

を実施し、市民の力の底上げを図るための環境整備も進めていただきたいと思

います。 



意見書の結びといたしまして、各実施機関におかれましては、この報告書を

もとに、各事務事業における市民参画の在り方について自己評価を行い、次年

度の新たな施策に活かされますよう、また、市民の理解と参画を得ながら、市

民協働参画社会の実現に努めていただくようお願いしたいと思います。 

 

平成２４年８月２１日 

    下関市市民協働参画審議会 

   会 長 石 川  啓 


